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独占禁止法順守に向けた再発防止策について 

 

 

当社は、平成２８年３月４日に東日本高速道路株式会社東北支社発注工事の入札に関する調査等へ

の当社の対応についてお知らせいたしておりますが、関係者の皆様には、多大なご心配とご迷惑を 

おかけいたしておりますことを重ねてお詫び申し上げます。 

当社では、この事態を厳粛に受け止め、現在も、再発防止に向けた様々な取り組みを行っておりま

すが、このたび取締役会において違法行為の徹底排除につきあらためて決議を行い、また、これを機

として、さらに再発防止策を強化いたしてまいりますので、これらの概要につき、下記のとおりお知

らせいたします。 

当社は、今後も、再発防止策の完全実施と法令順守のなお一層の徹底を図り、引き続き皆様からの

信頼の回復に努めてまいる所存でございます。 

 

 

記 

 

１．談合決別宣言 

 当社の全役職員は、「コンプライアンス経営の推進」を企業存続の大前提とし、あらゆるルー

ルを厳守し行動いたします。 

世紀東急工業グループの行動規範に則り、事業活動における独占禁止法をはじめとする独占禁

止法関連法令を順守し、入札談合はもとよりすべての反競争的な行為を行わないことを宣誓いた

します。 

 

 



 

 

 

２．経営トップのコミットメントとイニシアチブ 

コンプライアンス経営の推進にあたり、経営トップが、役職員に対してコンプライアンス重視の

基本方針を明確に示すとともに自ら率先垂範してまいります。 

本件発生後、全役職員に向け「談合の徹底排除」を旨とする社長メッセージを発信いたしました

が、今後も引き続き、役職員に向けて、適宜、コンプライアンス順守に向けたメッセージを発信し

てまいります。 

 

３．再発を未然に防止するための具体策 

（１）行動規範の周知と充実 

「世紀東急工業グループコンプライアンス行動規範」の周知徹底を図るとともに、当社にお

けるリスクの特定とリスクに応じた対応について、全役職員が自主的・自律的に判断、行動す

ることにより未然防止を徹底してまいります。なお、本件発生後、周知用冊子の追補版を作成

し、全役職員に配布いたしました。 

（２）独占禁止法順守マニュアルの改定 

    独占禁止法順守マニュアルを全面改訂いたします。実践的で理解しやすい内容とし、研修等

で活用いたします。また、社内イントラネットに掲示し、全役職員が容易に参照できるように

いたします。 

（３）競合他社との接触ガイドラインの策定 

    競合他社との接触に関するルールを明確にし、リスクのある行為を具体的に明示することに

より、営業活動における疑義を招くような行為を排除いたします。 

（４）就業規則（懲戒規程）の改定 

    入札談合など独占禁止法違反行為が就業規則違反であり、懲戒解雇を含む処罰の対象となる

ことを予め明確にし、抑止力の強化を図ります。 

（５）独占禁止法違反行為に特化した相談窓口の設置 

    独占禁止法違反行為に特化した相談窓口を設置し、その受付窓口を外部の専門家に委託する

ことにより、情報発信を少しでも容易にし、再発防止の機会を増やします。 

（６）教育・研修の充実 

①外部講師による営業担当者教育 

  外部の専門家による営業担当者に対する講習会を定期的に実施します。 

②営業担当者に対する面談 

 上長が営業担当者に対して期初に行う方針管理面談時に、独占禁止法に係るコンプライアン

スインタビューを実施します。 

③ｅラーニングの導入 

  ｅラーニングによる教育システムを導入し、独占禁止法違反に関する知識の向上を図ります。 

 

 



 

 

 

（７）内部統制システムの整備に関する基本方針の見直し 

    平成２７年５月に、内部統制システムの整備に関する基本方針を見直し、独占禁止法違反行

為を断固排除するため、社内体制を整備することを明確にいたしました。 

（８）適切な人事ローテーション 

    違反リスクの低減を図るため、特に営業部門の職員について、あらためて適切な人事ローテ

ーションを実施します。一定期間以上異動していない営業担当者は監査の対象といたします。 

（９）コンプライアンス推進責任者の配置 

    「コンプライアンス経営の推進」の水平展開をより効率的にするため、支店・事業部コンプ

ライアンス推進責任者、事業所コンプライアンス推進責任者を配置いたします。 

 

４．再発の探知と早期発見のための具体策 

（１）内部通報制度の強化 

再発を未然に防止するための具体策として、「３（５）」のとおり、独占禁止法違反行為に特

化した相談窓口を新たに設置いたしますが、同時に、既に運用している内部通報制度の利用促

進を図ることにより違反行為の早期発見を補完いたします。 

（２）社内リニエンシー制度の導入 

    独占禁止法違反に対する懲罰強化の実施により、かえって、違反行為が表面化しづらくなる

ことも考えられることから、社内リニエンシー制度を導入することにより、そのリスクについ

て低減を図ります。 

（３）内部監査の強化 

    独占禁止法違反行為の再発防止、早期発見には継続的なモニタリングが不可欠であり、また、

独占禁止法に係る内部監査を実施すること自体が抑止効果を生むことも期待されることから、

定期監査項目に独占禁止法に関する事項を加え、継続的なモニタリングを実施いたします。 

 

５．再発もしくは再発懸念時の対応 

（１）違反行為からの離脱マニュアルの策定 

   違反行為からの離脱マニュアルを策定し、独占禁止法違反行為となる懸念が生じた際に、適

正に離脱できるようにいたします。 

（２）再発（または発生）時の対処マニュアルの策定 

   違反行為を確認した際の報告・処置等についての手順を予め策定しておくことにより、リス

クの低減を図ります。 

 

 

 

 

 



 

 

 

６．モニタリング 

（１）コンプライアンスの日の設定（１１月１８日） 

①トップメッセージの発信 

 毎年１１月１８日を「世紀東急工業グループコンプライアンスの日」に設定し、毎回トップ

メッセージを発信します。 

②啓蒙活動 

    毎年、世紀東急工業グループコンプライアンスの日に啓蒙活動を実施し、違反行為に対する

反省を風化させないようにいたします。 

（２）取締役会および経営会議への定期報告 

 取締役会および経営会議において、年２回、独占禁止法に関するモニタリング状況の報告等

を実施いたします。 

（３）営業コンプライアンス委員会の設置 

   営業部門の内部から自主的・自律的な再発防止意識を高めること、実効性のある監督・指導

活動を実施すること、および適正な営業活動を推進することを目的として、本社事業推進本部

内に営業コンプライアンス委員会を設置し、定期的に開催いたします。 

①営業担当者の営業日報の確認 

営業日報を定期的に確認することにより、同業他社との接触ガイドラインの順守状況等を確

認いたします。 

②落札率の確認 

落札した案件のうち高落札率の継続などの推移を検証することにより、違反行為の抑止を図

ります。 

 

７．誓約書 

   全役職員から社長宛の誓約書を提出させ、コンプライアンス意識の向上を図ります。 

 

以 上 

 

 


